








法を用いて,行動障害を示す人の生活全般の改善を ている｡ さらに,行動の生起と無関係に強化子の提 
が,非随伴性強化は確立操作法に位置づけられ
の自他の安全を脅かす行動 1`日 2)や,授業中の立ち る介入方法の一つである｡ 分化強化法は,問題行動
歩きや教室からの飛び出しなど学習活動への参加を とは異なる行動に強化子を与え問題行動には強化子
阻害する行動等があり,結果的に彼らの学習の機会 を与えない方法である｡ また,非随伴性強化は問題
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第 1 号 200)4
問題行動を示した生徒に対する学校生活場面における
非随伴性強化を中心とした指導パッケージの適用
岡田 信吾* ･ 大竹 喜久 ** ･ 柳原 正文 ** 
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ながら徐々に強化子を与える間隔を広げるというも 性の高い強化子を実験的に確認している (8日 9日 11







3ら (199 は操作交代デザイン ` 7) を用いた実験 手続きをとっているものが多いが (6) (8川 0),近年の-
1
dan 
随伴性強化とを組み合わせて,その低減に成功した とができるようにしているものもある 9`) ( ③強｡'1




一方, Fi ,wa ,
(8'はVolmeら (
化子の減少手続きは実施されたものと ` 6日 0',され1
)7lkzaesMa i(199




)399 (6 ) と同 ていないものがある (9日1'｡そして,ほとんどの研






































































































































































午前 目標 午後 目標 
6月5日月曜日草はこび 回ポットあらし 個 
6月6日火曜日革はニび 回土入れ 個 
6月7日水曜日なえうえ 回 





























みんなと あいさつをする ( )てん
がんばる ( )てん







みんなと あいさつをする ( )てん
パソコンをする ( )てん
みんなと おわりの あいさつをす( )てん
ごうけい てん 
(上 :作業週間中,中 :洗濯機つき,下 :洗濯機なし)
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国 問題行動 十 授業-の参加率
* :この日以降スケジュールカー ドより洗濯機の写真を削除した
図 2 問題行動の生起場面数と授業への参加率 
- 50 -
問題行動を示した生徒に対する学校生活場面における非随伴性強化を中心とした指導パッケージの適用
増加したが,後半 5日～ 59日)では 0回/日で(4
 った｡また,残る 1日は大そうじの日に当たり, C
観察されなくなった｡それぞれの介入期における問
題行動の機能は,介入 1ではその場にない物の要求
















































介入 2では 88 %であった｡さらに詳細に検討する
0.と,介入 1の前半では 60 %であったが,後半では 



























ロ介入 1 ■介入 2












は介入 2に移行し, 1回あたりの強化子の提示時間 
- 5 1 -















ス トは生起 しなかったのではないかと推測 してい
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園山繁樹8.991 訳 『入門 問題行動の機能的ア的にできるようになったことで, Cさんの B君に対
する親和性が増し, B君に授業が始まることを伝え セスメントと介入』二瓶社,2002 
るメッセンジャー役を依頼されることが, Cさんに 5)下山真衣,園山繁樹 ｢行動障害に対する行動論
とって嫌悪感をもたらす出来事ではなくなったのか 的アプローチの発展と今後の課題 一行動障害の
もしれない｡これは,非随伴性強化の使用による予 逓減から生活全般の改善--｣『特殊教育学研究』 
想外の副次的効果であった｡ ,p 9p-.)1(34 ,200502
htS∫R..ZarconeB..taTR..r今回の実践では,実験条件で効果の確認された非 ol miI6) Ⅰv me wa, , , , , , , 
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岡田 信吾 ･大竹 喜久 ･柳原 正文
三田地昭典,三田地真美 訳 『子どもの視点で
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